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第８節 会     議 

 

 

１  概 要 

  労働委員会の会議は、労働委員会規則第３条に規定されており、委員全員で行う総会  

（第１項第１号）、公益委員全員で行う公益委員会議（同項第２号）、その他必要に応じて開催す

る調停委員会及び仲裁委員会等（同条第２項）がある。 
 また、これらの会議のほかに、労働委員会相互の連絡を密にし、事務処理の必要な統一と調整

を図るため、全国及び地域別の連絡協議会等が設けられている。（労働委員会規則第８６条） 
 

２ 総 会 

  総会は、労働委員会の最高機関というべきものであって、労働委員会規則第５条に  

規定する付議事項のほか、委員会の業務全般の運営について協議する会議であり、全委員

が出席して開催される。 

  なお、総会に付議される事項は次のとおりである。 

(1) 労働協約の地域的な一般的拘束力の適用の決議に関する事項 

(2) あっせん員候補者の委嘱及び解任に関する事項 

(3) 臨時のあっせん員の委嘱に関する事項 

 (4) 調停及び仲裁の開始に関する事項 

(5) 会長及び会長代理の選挙並びに委員の罷免に関する事項 

 (6) 労働組合法第２２条の強制権限の行使に関する事項 

(7) 都道府県労委規則の制定及び改廃に関する事項 

(8) 特別調整委員の設置、定数及び任期又は罷免に関する事項 

(9)  その他会長が必要と認める事項 

 

当年中に開催された総会は、１月２４日に開催された第１７１６回総会から１２月２３

日に開催された第１７３６回総会までの２１回であり、その開催状況は次のとおりである。 
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総会開催状況 

 

(平成３１年１月～令和元年１２月) 

回 開催期日 議        題 

1716 1月24日 (報告事項) 

(1) 平成 30 年(個)第 12 号事件の申請及び終結について 

(2) 平成 30 年(個)第 13 号事件の申請について 

(3) 平成 31 年(個)第 1号事件の申請について 

(4) 平成 31 年(個)第 2号事件の申請について 

(5) 平成 30 年(個)第 5号事件の終結について 

(6) 平成 30 年(個)第 11 号事件の終結について 

(7) 平成 30 年(個)第 9号事件の終結について 

(8) 平成 30 年(個)第 6号事件の経過について 

(9) 平成 31 年(個)第 3号事件の申請について 

(10) 争議行為の予告について  

(11) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(12) 審査事件の状況について 

(13) 平成 30 年中の不当労働行為事件の審査、労働争議の調整及び個 

別的労使紛争のあっせんの実施状況の公表について 

(その他) 

(1) 平成 31 年度総会日程について 

(2) 千葉県労働委員会行政文書管理規則の改正に当たってのパブリッ 
  クコメントの実施について 
 

1717 2月7日 (報告事項)     

(1) 平成 30 年(個)第 6号事件の終結について 

(2) 平成 30 年(個)第 7号事件の終結について 

(3) 平成 30 年(個)第 10 号事件及び平成 31 年(個)第 1 号事件の終結 

について 

(4) 平成 31 年(個)第 2号事件の終結について 

(5) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(6) 審査事件の状況について 

 

1718 2月25日 (付議事項) 

(1) 千葉県労働委員会行政文書管理規則の一部改正について 

(2) 千葉県労働委員会行政文書規程の一部改正について 

 (報告事項) 

(1) 平成 30 年(個)第 8号事件の終結について 

(2) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(3) 審査事件の状況について 

(4) 公益委員会議について 

(その他) 

(1) 第１４２回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会について 
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回 開催期日 議        題 

1719 3月11日  (報告事項) 

(1) 平成 30 年(個)第 13 号事件の終結について 

(2) 平成 31 年(個)第 3 号事件の経過について 

(3) 争議行為の予告及び争議行為の予告に基づく実情調査結果に 

  ついて  

(4) 審査事件の状況について    

 

1720 3月25日 (報告事項) 

(1)平成 31 年(あ)第 1号事件の申請について 

(2)平成 31 年(個)第 3号事件の終結について 

(3) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について  

(4) 審査事件の状況について   

 

1721 

 

 

 

 

 

 

4月8日 

 

 

 

 

 

 

(付議事項) 

(1) あっせん員候補者(委員以外の職にある者)の解任及び委嘱に 

ついて 

(報告事項) 

(1) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(2) 審査事件の状況について 

(その他) 

(1)  平成 31 年度各種会議等出席予定者について 

1722 4月25日 (報告事項) 

(1) 平成 31 年(個)第 4号事件の申請について 

(2) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(3) 審査事件の状況について 

 (意見交換) 

(1)  第 142 回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会の議題につい 

   て 

1723 5月13日 (付議事項) 

(1) 平成 30 年(不)第 1号事件に係る概要の公表について 

(報告事項) 

(1) 平成 31 年(個)第 4号事件の終結について 

(2) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(3) 審査事件の状況について 

(4) 公益委員会議について 
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回 開催期日 議        題 

1724 5月30日 (報告事項) 

(1) 令和元年(個)第 5号事件の申請について 

(2) 令和元年(個)第 6号事件の申請について 

(3) 令和元年(個)第 7号事件の申請について 

(4) 平成 31 年(あ)第 1号事件の終結について 

(5) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(6) 審査事件の状況について 

 (その他) 

(1)  第 143 回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会の議題につい 

 て 

1725 6月10日 (報告事項) 

(1) 令和元年(個)第 5号事件の終結について 

(2) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(3) 審査事件の状況について 

(その他) 

(1) 令和元年度全国労働委員会会長連絡会議の報告について 

(2) 無料労働相談会について 

(3) 第 143 回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会の議題につい 

て 

 

1726 6月27日 (報告事項) 

(1) 令和元年(個)第 8号事件の申請について 

(2) 令和元年(個)第 6号事件の終結について 

(3) 令和元年(個)第 7号事件の終結について 

(4) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(5) 審査事件の状況について 

 

1727 7月11日 (報告事項) 

(1) 令和元年(個)第 9号及び第 10号事件の申請について 

(2) 令和元年(個)第 8号事件の終結について 

(3) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(4) 審査事件の状況について 

(その他) 

(1) 第 33 回 14 都道府県労働委員会使用者委員会議の報告について 

(2) 今後の労働委員会の在り方検討小委員会において当面検討を 

行う項目の候補の選定について 
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回 開催期日 議        題 

1728 

 

7月29日 (付議事項) 

(1) 今後の労働委員会の在り方検討小委員会において当面検討を行 

う項目の候補について 

(報告事項) 

(1) 令和元年(個)第 11 号事件の申請について 

(2) 令和元年(個)第 9号及び第 10号事件の終結について 

(3) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(4) 審査事件の状況について 

1729 8月22日 (報告事項) 

(1) 令和元年(個)第 11 号事件の終結について 

(2) 審査事件の状況について 

(3) 公益委員会議について 

 (その他) 

(1) 第 143 回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会の議題に 

ついて 

1730 9月5日 (報告事項) 

(1) 令和元年(個)第 12 号事件の申請について 

(2) 審査事件の状況について 

(3) 公益委員会議について 

1731 9月26日 (報告事項) 

(1) 令和元年(個)第 12 号事件の終結について 

(2) 審査事件の状況について 

(3) 公益委員会議について 

(その他) 

(1) 第 143 回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会の報告に 

  ついて 

(2) 令和元年度関東ブロック労働委員会会長連絡会議の報告に 

ついて 

(3) 第 82 回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議の報告に 

ついて 

(4) 令和元年度十四都道府県労働委員会公益委員会議の報告に 

ついて 

1732 10月24日 (報告事項) 

(1) 令和元年(個)第 13 号事件の申請について 

(2) 審査事件の状況について 

(参与委員の申出) 

(1) 新規の不当労働行為事件に係る労使の参与委員の申出について 
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回 開催期日 議        題 

1733 11月11日 (報告事項) 

(1) 令和元年(個)第 14 号事件の申請について 

(2) 令和元年(個)第 15 号事件の申請について 

(3) 令和元年(個)第 13 号事件の終結について 

(4) 争議行為の予告及び争議行為の予告に基づく実情調査結果に 

ついて 

(5) 審査事件の状況について 

(6) 公益委員会議について 

(その他) 

(1) 第３回無料労働相談会の結果について 

1734 11月25日 (報告事項) 

(1) 令和元年(個)第 16 号事件の申請について 

(2) 令和元年(個)第 17 号事件の申請について 

(3) 令和元年(個)第 18 号事件の申請について 

(4) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(5) 審査事件の状況について 

 

1735 12月9日 (付議事項) 

(1) 地方自治法改正に伴う知事等の賠償責任の一部免責条例制定に

伴う意見照会について 

(報告事項) 

(1) 令和元年(個)第 14 号事件の経過について 

(2) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(3) 審査事件の状況について 

 (参与委員の申出) 

(1) 新規の不当労働行為事件に係る労使の参与委員の申出について 

 (その他) 

(1) 令和 2年度総会日程について 

 

1736 12月23日 (報告事項) 

(1) 令和元年(個)第 19 号事件の申請について 

(2) 令和元年(個)第 15 号事件の終結について 

(3) 令和元年(個)第 17 号事件の終結について 

(4) 令和元年(個)第 16 号事件の終結について 

(5) 争議行為の予告に基づく実情調査結果について 

(6) 審査事件の状況について 
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３ 公益委員会議 

公益委員会議は、労働委員会規則第９条第１項に規定する付議事項について協議する会議

であり、公益委員が出席して開催される。 

公益委員会議に付議される事項は、次のとおりである。 

  (1) 労働組合の資格に関する事項 

  (2) 不当労働行為に関する事項 

  (3) 労働関係調整法第４２条の規定による請求に関する事項 

  (4) 地方公営企業等の労働関係に関する法律第５条第２項の規定による認定及び告示に 関

する事項 

  (5) その他会長が必要と認める事項 

 

当年中に開催された公益委員会議は、２月７日に開催された第１６５５回公益委員会議から１０

月２４日に開催された第１６６１回公益委員会議までの７回であり、その開催状況は次のとおりで

ある。 

 
  
 

 

 

 

 

回 開催期日 議          題 

1655 2 月 7 日 (合議) 

(1) 千労委平成 30 年（不）第 1 号事件に係る合議 

(その他) 

(1) 第 81 回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議の議題 

について 

1656 4 月 8 日 (付議事項) 

(1) 千葉地裁平成 30 年（行ウ）第 24 号事件及び同（行ク） 

第 18 号事件に係る指定代理人の解除及び指定について 

1657 

 

4 月 25 日 (合議) 

(1) 千労委平成 30 年（不）第 1号事件に係る合議（決定） 

(その他) 

(1) 第 81 回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議の議題 

について 

公益委員会議開催状況 

 

 (平成３１年１月～令和元年１２月) 
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回 開催期日 議          題 

1658 7 月 29 日 (意見交換) 

(1) 令和元年度十四都道府県労働委員会公益委員会議の議題 

について 

(その他) 

(1) 令和 2年度十四都道府県労働委員会公益委員会議の日程 

について 

1659 8 月 22 日 (意見交換) 

(1) 第 82 回関東ブロック労働委員公益委員連絡会議の議題 

について 

1660 9 月 5 日 (付議事項) 

(1) 地方公営企業等の労働関係に関する法律第 5条第 2項に 

係る認定手続きの開始について 

ア 令和元年(認)第 1号 

 

1661 10 月 24 日 (付議事項) 

(1) 地方公営企業等の労働関係に関する法律第 5条第 2項に 

係る認定について 

ア 令和元年(認)第 1号 
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4 連絡協議会及び連絡会議 

  各種連絡会議は、労働委員会相互の連絡を緊密にし、法の解釈、運用、事務処理について必 

要な調整と統一を図るために、全国又は地域別に開催されている。 

 

＜全国・広域＞ 

(1)第 74 回全国労働委員会連絡協議会総会 

・期  日 11 月 14 日～15 日 

・開催場所 東京都中野区 

・議  題 1 今後の労働委員会の在り方検討小委員会「中間整理」について 

2 不当労働行為救済申立事件の当事者と関わりのある公益委員の回避及び 

参与委員の交代について 

 

(2)全国労働委員会会長連絡会議 

・期 日 6 月 7 日 

・開催場所 島根県松江市 

・議題懇談 今後の労働委員会の在り方に関する検討状況について 
 

(3)全国労働委員会事務局長連絡会議 

・期 日 6 月 6 日 

・開催場所 島根県松江市 

・議   事 1 審査概況等について 

2 調整事件等の概況について 

3 今後の労働委員会の在り方に関する検討状況について 

4 労働委員会間の研修生の受入れについて 

5 議題懇談 

「外国人労働者に係る事案への対応について」 

           

(4)全国労働委員会事務局調整主管課長会議 

・期 日 11 月 28 日 

・開催場所 東京都港区 

・議   事 1 中央労働委員会事務局からの説明(調整業務の運営について) 

 2 都道府県労働委員会からの事例報告 

 3 都道府県労働委員会からの業務報告 

 

(5)全国労働委員会事務局審査主管課長会議 

・期 日 11 月 29 日 

・開催場所 東京都港区 

・議 題 1 審査事件において、和解の促進に向けてどのような取り組みをされているか 

  2 情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに 

行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続き等における情報通信 

の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律(令和元年法律第１６号) 

の施行に伴う、労働委員会規則の一部改正について 
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＜関東ブロック＞ 

(1)関東ブロック労働委員会三者連絡協議会(第 142 回) 

・期 日 5 月 20 日～21 日 

・開催場所 千葉県千葉市 

・議 題 1 労働委員会の特徴を生かした命令について 

 2 労働委員会における和解の進め方【講演】 

 

(2)関東ブロック労働委員会三者連絡協議会(第 143 回) 

・期 日 9 月 9 日～10 日 

・開催場所 栃木県宇都宮市 

・議 題 1 有期・無期契約労働者間の労働条件の相違の不合理性について【講演】 

 2 労働争議及び個別的労使紛争に係るあっせんの手法について 

 

(3)関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議（第 81 回） 

・期 日 5 月 20 日 

・開催場所 千葉県千葉市 

・議 題 不当労働行為事件における書証として提出された音声データ及びその反訳書に

ついて 

 

(4)関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議（第 82 回） 

・期 日 9 月 9 日 

・開催場所 栃木県宇都宮市 

・議 題 不当な目的が疑われる労働組合の資格審査について 

 

(5)関東ブロック労働委員会会長連絡会議 

・期 日 9 月 10 日 

・開催場所 栃木県宇都宮市 

・議 題 1 調整事項のうち一部が合意可能な場合の取扱いについて 

 2 労働者性に疑義のある者からのあっせん申請について 
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＜14 都道府県＞ 

(1)14 都道府県労働委員会公益委員会議 

・期 日 9 月 12 日 

・開催場所 埼玉県さいたま市 

・議 題 1 不当労働行為制度に理解のない当事者に対する助言（説明）について 

 2 十四都道府県労働委員会公益委員会議開催形態について 

 

(2)第 33 回 14 都道府県労働委員会使用者委員会議 

・期 日 7 月 5 日 

・開催場所 大阪府大阪市 

・議 題 1 調整・審査事件解決のための留意点・工夫点（成功事例・失敗事例）  
      2 中央労働委員会からの報告 

・特別講演 「働き方改革実現の本質的課題」 

    

 

5 委員・事務局職員合同研修会 

委員及び事務局職員の知識の習得、職務遂行能力の向上、公労使委員及び事務局職員のコ

ミュニケーションの円滑化を目的として、委員・事務局職員合同研修会を開催している。 

 

期 日 令和元年 12 月 23 日 

講 師 東京都労働相談情報センター 相談調整課 課長代理 

テーマ 『労働相談及びあっせんの状況について』 

 


